
 

 
 

Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表 

法人名  独立行政法人国立病院機構 府省名 厚生労働省 

沿 革 

昭和２０年１２月 

厚生省国立病院・国立療養所の発足（旧陸海軍病院、傷痍軍人療養所を引き継ぐ） 

昭和２２年４月 

日本医療団の結核療養施設を移管し、国立療養所として運営 

平成１６年４月 

独立行政法人国立病院機構の設立（国立高度専門医療センター及び国立ハンセン病療養所を除く） 

中期目標期間 第１期：平成１６年度～平成２０年度    第２期：平成２１年度～平成２５年度 

役員数及び職員数 

（平成25年１月１日現在） 

※括弧書きで監事の数を記載。 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

役員数（うち、監事の人数） 職員の実員数 

法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 常勤職員 非常勤職員 

１７人（ ２人） ５人（１人） １０人（１人） ５５，５３４人 １２，４０４人 

年  度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成26年度(要求) 

国からの財

政支出額の

推移 

（単位：百万円） 

 

一般会計 ５０，３９５ ４８，３９２ ３７，１４９ ２９，７６６ ２３，３３７  

特別会計 - - - - -  
計 ５０，３９５ ４８，３９２ ３７，１４９ ２９，７６６ ２３，３３７  

 うち運営費交付金 ４５，９７２ ４３，６８２ ３６，２０２ ２８，６２３ ２２，９５８  

 うち施設整備費等補助金 ３，２１７ ３，１２１ ０ ０ ０  

 うちその他の補助金等 １，２０６ １，５９０ ９４６ １，１４４ ３７８  

  うち政府出資金 ０ ０ ０ ０ ０  

支出予算額の推移  （単位：百万円） ８６５，８４５ ８６７，５７６ ８９６，７９２ ９４４，２６４ ９９１，６１１  

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 ３４，７５６ ４９，５３１ △４２，１１０ △２３７   

（単位：百万円） 発生要因 平成２３年度末に繰越欠損金は△４２１億円となっている。その発生要因は、国からの運営費交付金で措置されていた整

理資源（注）が、平成２４年度以降、国立病院機構の収益で負担する方針とされたことから、平成２３年度決算において、

整理資源に係る退職給付引当金として１,４０４億円の臨時損失を計上したためである。 

（注）恩給期間（昭和３４年以前）に係る退職給付債務の積立不足を補う負担 

見直し内容 平成２３年度は、△４２１億円を計上しているが、平成２４年度においては、４１９億円の純利益を計上し、繰越欠損金

を△約２．３億円まで圧縮している。引き続き経営改善を進め、法人の財務基盤の安定化を図る。 

運営費交付金債務残高  （単位：百万円） ０ ４２６ １，１０５ １８４   

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） １８，９３１ ３，９１８ １４７，４８０ △３，３１１ (見込み)  (見込み)  
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見直しに伴う行政サービス実施コ

ストの改善内容及び改善見込み額 

業務の効率化を図り、経費の削減を行う。 

中期目標の達成状況 

（業務運営の効率化に関する事項

等）(平成 24 年度実績) 

 職員の適正配置や平均在院日数の短縮等により診療報酬に係る上位基準の取得を推進するとともに、新規患者の増加や

材料費等のコスト抑制などの経営改善を実施した結果、各年度で中期目標（経常収支率１００％）を上回る高い経常収支

を維持した。（平成２４年度：４９８億円、１０５．８％）また、長期借入金について約定どおりの償還を確実に行い、

その残高を大幅に削減した。（平成２４年度長期借入金残高：４，５７９億円(対２０年度 △１，３９２億円)） 

具体的な取組内容としては、 

・ 一般管理費の削減（平成２４年度：４５８百万円（対２０年度 △２８７百万円、△３８．５％ ）） 

・ 本部業務監査室による全病院の内部監査、監事による病院の抜打監査、会計監査人による全病院の実地監査を実施 

・ 契約の適正化を図るため、本部及び全病院に契約監視委員会を設置し、随意契約の事前点検等を実施 

 ・ 技能職の退職後不補充や非効率病棟の整理・集約等を図る一方で、医療サービスの質の向上のために必要な 

人材確保は行いながら、人件費率と委託費率を合計した率を抑制（平成２４年度：５５．３％（対２０年度 △１．

７％）） 

 ・ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本計画」（平成２２年１２月閣議決定）に基づき、廃止した病院跡地に

ついて適切に国庫納付 

・ 地域の医療機関や医師会等との高額医療機器の共同利用を推進    

    （平成２４年度：ＣＴ   33,164 件（対２０年度 +4,658 件）、 ＭＲＩ  34,688 件（対２０年度 +7,096 件））  

・ 個別病院毎の経営改善計画として、平成２０～２２年度に５８病院を対象とした再生プランを実施し、平成２２年

度末に３０病院が改善目標額を達成。また、平成２４～２６年度は減価償却前収支が赤字等となっている２４病院を

対象としたリスタートプランを実施し、平成２４年度は１０病院が改善目標（黒字化）を達成。 

・ レセプトチェックシートを用いた効率的なレセプト点検の実施、委託業者以外の外部業者によるレセプト点検の 

実施等により、診療報酬請求を適正化  

・ 医療ソーシャルワーカー等職員間の組織的な連携協力による未収金発生の未然防止に係る取組や、病院への個別指

導の実施等により、医業未収金比率を低減（平成２４年度：０．０５％ （対２０年度 △０．０６％））  

・ スケールメリットを活かした医薬品、大型医療機器等の共同入札により、市場価格を下回る価格で購入 

（平成２４年度から国立高度専門医療研究センター・労働者健康福祉機構との共同実施）  

 これらの取組により、平成２４年度においては、診療事業は、運営費交付金に依存しない経営が可能となり、運営費交 

付金は、国期間債務（２５６億円）や、事業の性格上不採算とならざるを得ない臨床研究事業・教育研修事業（４４億円） 

のみに措置されている。 

  

（このほか、国民に対して提供するサービスその他業務の質に関する事項及び財務改善に関する事項については、 

【別紙】を参照） 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人国立病院機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 診療事業・臨床研究事業・教育研修事業 

事務及び事業の概要 

（主務省の政策体系における当該事務及び事業

の位置付けを図式化した資料を添付） 

国立病院機構は，国の医療政策として担うべき医療である５疾病５事業や、在宅医療を推進するための地域連

携、他の設置主体では必ずしも実施されないセーフティーネット分野の医療、国の危機管理等に際して求められ

る医療について、全国的なネットワークを活用し、診療・臨床研究・教育研修を一体的に提供している。 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 ８６７，５７６ ８９６，７９２ ９４４，２６４ ９９１，６１１ - 

国からの財政支出額 ４８，３９２ ３７，１４９ ２９，７６６ ２３，３３７ - 

事務及び事業に係る職員数 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 

常勤 ５２，３０３人 ５３，７００人 ５５，５３４人 ５８，４７１人 ‐ 

非常勤 ９，７１７人 １０，８９７人 １２，４０４人 １２，６４５人 - 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

診療事業 

① 引き続き、国の医療政策として担うべき医療である５疾病・５事業や、在宅医療を推進するための地域

連携、他の設置主体では必ずしも実施されないセーフティーネット分野の医療について、診療・臨床研

究・教育研修を一体的に実施することにより、我が国の医療政策の実施や医療水準の向上に貢献する。 

② 災害医療など国の危機管理や積極的貢献が求められる医療について、国立病院機構の人的・物的資源

やネットワークを最大限活用し、人材育成を含め中核的な機関としての機能を充実･強化するとともに必

要な医療を確実に提供する。 

③ 老朽化した建物の建替等を計画的に進めることにより、患者の療養環境を改善し、サービスの向上を 

図る。  

 

臨床研究事業 

① １４３の病院ネットワークを活用し、迅速で質の高い治験の推進、国際水準の臨床研究の充実・強化

による医療の標準化と出口戦略を見据えた医薬品・医療機器開発支援に取り組む。 

② 国立病院機構の病院ネットワークを最大限有効に活用するため、ＤＰＣデータ等の診療情報データベ

ースの分析を更に充実するとともに、電子カルテ情報の収集・分析について検討を進め、臨床研究のＩ

Ｔ基盤の充実を図る。 

  

教育研修事業 

様々な診療機能を持つ国立病院機構の病院ネットワークを活用することにより、質の高い医療従事者の

育成を行うとともに、地域の医療従事者や地域住民に向けた研修などを実施することにより、我が国の医
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療の質の向上を図る。 

また、チーム医療を推進するため特定行為（注）を行う看護師など、高度な専門性の下に多職種による

連携・協働ができる専門職種の育成・研修を実施する。 

 

 （注）特定行為とは、医師又は歯科医師の指示の下、診療の補助のうち実践的な理解力、思考力及び判断

力を要し、かつ、高度な専門知識及び技能をもって行う必要のある行為である。 

上記措置を講ずる理由 

引き続き、国の医療政策として担うべき医療である５疾病・５事業や、他の設置主体では必ずしも実施さ

れないセーフティーネット分野の医療について、診療・臨床研究・教育研修を一体的に実施することにより、

我が国の医療政策の実施や医療水準の向上に貢献する必要がある。 

特に、独法発足以降、長期借入金の縮減を優先させたために滞留している老朽建物の建替等（外来約６割・

病棟約４割）を進めることにより、患者の療養環境の改善を行うことが必須である。また、第二期中期目標

期間より構築を進めている病院ネットワークを活用した研究を推進するため、ＤＰＣデータ等の診療情報デ

ータベースを更に充実するとともに、電子カルテ情報の収集･分析について検討を進め、臨床研究のＩＴ基盤

の充実を図る必要がある。 

なお、国立病院機構を廃止した場合には、セーフティーネット分野の医療や災害医療などの他の設置主体

では必ずしも実施されない医療をはじめ国の医療政策として担うべき医療や地域において必要とされる医療

が実施されなくなり、医療提供体制に重大な支障が生じることとなり、国民生活に重大な影響を及ぼす。ま

た、他法人への移管・統合等については、法人の設立経緯、担っている医療内容、事業規模等から困難であ

る。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 

業務運営の効率化等により、さらなる経費の節減を行う。 
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Ⅲ．組織の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人国立病院機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 法人形態の見直し 非公務員化 

組織の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

 

政府による独立行政法人改革の中で医療事業の特性を

踏まえた見直しを検討する。 

法人形態の見直しと併せて非公務員化を検討する。 

上記措置を講ずる理由 

現在、政府で検討が進められている独立行政法人改革

の中で、医療事業の特性を踏まえた見直しを行うため 

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律（平成１８年法律第４７号）第５２条を踏まえた対応

を行うため 

 

 

Ⅳ．運営の効率化及び自律化の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人国立病院機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 業務運営体制の整備 

運営の効率化及び自律化 

の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

 

 

・ＩＴに係る本部の組織体制を強化することにより、国立病院機構のＩＴの戦略的投資、セキュリティ対策等の強化

を推進する。 

 

・機動的な経営戦略に基づく病院運営の実施を可能とするため、本部の経営情報分析体制の強化により、経営情報の

収集・分析を進める。 

 

・効率的な病院支援体制を確立するため、本部組織を再編する。 

 

上記措置を講ずる理由 

・病院ネットワーク効果の最大化、機動的な経営戦略に基づく病院経営、効率的な病院支援を実行可能な体制を確立

するため 
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Ⅴ 前回の「勧告の方向性」における主な指摘事項の措置状況（平成 25年８月現在） 

厚生労働省所管（３法人） 

整理 

番号 
法人名 （注１） 「勧告の方向性」における主な指摘事項 措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置） （注２） 

２ 国立病院機構（19） 

 個々の病院ごとに、次期中期目標期間の

開始後２年程度を目途に、政策医療と地

域医療事情及び経営状況等を総合的に

検証し、結果の公表、必要な措置を実施。

近隣に国立病院、労災病院等がある場合

は、診療連携等の検討。次期中期目標期

間終了時までに、病院配置の再編成を含

む総合的な検討 

② 

個々の病院ごとに政策医療に係る機能、地域医療事情、経営状況、病床数の

適正化等について総合的な検証を実施し、平成２４年３月１３日に開催された

第３６回独立行政法人評価委員会国立病院部会で報告するとともに、その結果

を公表した。 

労災病院との連携については、平成２４年２月１５日に「国立病院・労災病

院等の在り方を考える検討会」において報告書が取りまとめられ、「両法人間

の連携方策を強化することにより、法人統合を行う場合と同様の効果を目指し

ていくことが適当」とされた。 

これを受けて、平成２４年度においては、医薬品、医療機器の共同購入を実

施した。 

また、両法人が主催する研修への相互参加を実施し連携を強化した（労働者

健康福祉機構主催の７研修に６９名参加、国立病院機構主催の９研修に５５名

参加）。 

その他、近隣に労災病院と国立病院がある場合には、引き続き診療連携を進

めている。 

 

 簡素で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律(平成18年

法律第47号)第52条の規定を踏まえ、非

公務員化について平成20年度に検証 

② 

平成２４年１月２０日に「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方

針」が閣議決定され、固有の根拠法に基づき設立される法人とするまでに、職

員の非公務員化に伴う問題の解決に向けた所要の調整を行うこととされた。 

その後、平成２５年１月２４日の「平成２５年度予算編成の基本方針」（閣

議決定）において、平成２４年１月２０日の閣議決定は当面凍結することとさ

れたが、今後、政府の独立行政法人改革の議論の中で国立病院機構についても

議論されるものと考えている。 
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 国立病院機構が担っている政策医療の

均てん化の観点から、国立病院機構のネ

ットワークを活用し、診療情報データベ

ースの早期確立と民間を含めた利用の

促進 

① 

全病院からＤＰＣデータ（対象病院のみ）及びレセプトデータを収集・分析

する「診療情報データバンク（ＭＩＡ）」を平成２２年１０月に構築し、運用

を開始した。 

診療情報データバンク（ＭＩＡ）により収集したデータを用いて、医療の内

容（プロセス）や医療の成果（アウトカム）を評価するため、様々な医療領域

から７０の臨床評価指標を計測・作成し、平成２３年度に公表した。 

また、国立病院機構以外の医療機関においてもこの７０指標と同様な指標を

作成できるよう、計測に係る分子・分母の定義及び算出方法等を明確にした「計

測マニュアル」を作成・公表した。他の医療機関がこの計測マニュアルを使用

して指標を作成し、医療の質の改善活動に取り組むことが可能となり、我が国

の医療の標準化に貢献している。 

 

（注１）「法人名」欄における括弧書きの数字は、見直し実施年度を示す。 

（注２）措置状況には、具体的措置内容や措置時期を記載する。未措置の場合には、その理由を記載する。 
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国民一人ひとりの健康と我が国の医療の向上のために、たゆまぬ意識改革を行い、健全な経営のもとに、患者の目線に立って
懇切丁寧に医療を提供し、質の高い臨床研究、教育研修を推進 －全国１４４の病院ネットワークの活用－

① 我が国の新薬承認の課題となっているド
ラッグラグに適切に対応するための治験・臨

床研究の推進

② 科学的根拠に基づく医療（ＥＢＭ）を提供す
るためのデータの集積と情報発信

③ 国の政策決定に寄与するため、重要テーマ
に焦点を当てた臨床研究の実施

① 患者の目線に立った、安心・安全で良質な医療の提供

② 他の設置主体では必ずしも実施されない医療の提供（セーフティ
ネットとしての機能 の発揮）

③ 医療計画（４疾病５事業）に対応し地域のニーズにあった医療の
提供

④ 危機管理の観点から、大規模災害や感染症発生時に、病院ネット
ワークを活用して確実に対応

① 我が国の医療従事者の質的向上に貢献す
るため、臨床と一体化した教育研修の実施

② 医師、看護師のキャリアパスの充実を図る
とともに、医療の質向上を目指してチーム
医療を推進

③ 高度な看護実践能力を有し、チーム医療を
提供できる診療看護師（JNP）の育成

診療事業 教育研修事業臨床研究事業

平成２４年度業務実績

国立病院機構事業体系図

診療事業

個別病院に期待される機能の発揮

○地域医療への貢献
・地域医療支援病院 51病院

（対20年度 +18病院）

・紹介率 61.6% （対20年度 +7.7%）

・逆紹介率 49.4% （対20年度 +6.7%）

・救急受診後の入院患者数161,419件

（対20年度 +12,411件）

○政策医療の適切な実施
・医療計画（４疾病・５事業）に対応し地域のニー

ズにあった医療の提供
・セーフティネットとしての機能の発揮

（病床シェア）心神喪失者等医療観察法58.8%、
筋ジストロフィー95.7％、重症心身障害39.1％、
結核37.1％

○災害対応体制の充実
・東日本大震災の経験を踏まえ、国立病院機構
防災業務計画の改正等を行い、災害時の対応
体制を再構築、訓練実施

・災害急性期における情報収集・医療救護活動
等の重要性を踏まえ、当該活動を行う初動医
療班を創設し、研修を実施

安心・安全な医療の提供

○患者のプライバシーへの配慮
・相談窓口の個室化 132病院

(対20年度 +6病院)
・建替時における外来ブースの工夫、面
談室の増設を推進

○医療安全対策の充実

・病院間で相互に医療安全対策を
チェックする体制を整備するため、各
ブロック 3病院 計18病院において相
互チェックを試行し、参加病院の意見
を踏まえて「病院間における医療安全
相互チェック実施要綱」を作成

・感染管理認定看護師
103病院で135名配置 ※全国登録者
の8.4% （対20年度 +48名、+32病院）

○長期療養患者が使用する人工呼吸
器の取扱について

・機種選定のための基本７要件を示すこ
とで、機種の高度化等の実情に応じた
標準化を推進

質の高い医療の提供

○臨床評価指標の公表及び改善
・国立病院機構以外の医療機関でも同様な臨床評価指標の作成を可
能とする計測マニュアルを公表し、我が国の医療の標準化に貢献

・本部診療情報分析部と2病院が協力して、「ＰＤＣＡサイクル」に基づく
医療の質の改善に向けた取り組みを実施し、結果を公表

○クリティカルパスの実施件数

286,226件 （対20年度 +42,497件）
・医療の標準化、チーム医療の推進、分かりやすい説明を行うためのク
リティカルパスが増加

・地域連携クリティカルパスの普及・進展 87病院 （対20年度 +34病院）

○長期療養患者をはじめとする患者のQOLの向上
・全病院に面談室を設置するとともに140病院でボランティアを積極的に
受け入れ

・長期療養患者のQOL向上を目指した病棟建替については、25病院が
完成し20病院が工事を実施

・療養介助職を 63病院 1,076名に増員 （対20年度 +14病院 +513名）

○チーム医療の推進
・ＮＳＴ、呼吸器ケアチームなど医療の質向上を目指したチーム活動の

推進
・病棟薬剤師の配置及び専門・認定看護師等の資格取得を推進
・豊富な診療現場・人材を活用し、高度な実践能力を持ちスキルミック
スによるチーム医療を提供できる診療看護師（ＪＮＰ）を育成し、平成24  
年度は14名が看護師特定行為・業務試行事業に指定された10病院で
活動

患者の目線に立った医療の提供

○患者満足度の向上

・分かりやすい説明
入院4.589（対20年度+0.012）
外来4.199（同+0.022）

・相談しやすい環境づくり
入院4.542（同+0.026）
外来4.153（同+0.038）

・各病院でも自施設の結果を分析した上で
様々な取組を実施し、前年度の平均値が
低かった多くの病院で着実に改善

・全病院で接遇やコミュニケーションに関す
る研修を実施する等分かりやすい説明の
取り組みを推進

・多様な診療時間の設定及び待ち時間対
策の様々な取組を推進

・MSWを135病院 368名に増員
（対20年度 +22病院、 +139名）

○セカンドオピニオン制度の充実
141病院 (対20年度 +12病院)

・全病院への窓口設置を目指し、環境整備
に努力

・各病院の取組状況の共有化

別 紙
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臨床研究事業
○独立行政法人理化学研究所との連携・協力
・理化学研究所との先端医科学・医療分野に関する包括的な連携協定に基づき、細
胞培養施設の整備等を行い、症例登録を開始

○国が実施する臨床研究中核病院整備事業への申請

・国際水準の臨床研究や医師主導治験の中心的な役割を担う「臨床研究中核病院」

に申請（平成25年4月19日に名古屋医療センターが選定）

○ドラッグラグ解消に向けた治験の推進

治験実施症例数 4,593例 （対20年度 +343例）
・平成21～24年度の承認医薬品の約5割について治験を実施

・常勤ＣＲＣを70病院で203名配置

・医師主導治験の体制整備を行い、「糖尿病腎症進展阻止のための抗血小板薬（シ

ロスタゾール）の有用性に関する多施設共同プラセボ対照二重盲検用量比較試

験」の症例登録及び治験薬の投与を開始

○EBM推進のための診療情報分析
・全144病院を分析対象として、近隣病院との比較や患者住所地別の分析など、より

多角的な視点で診療機能分析を行い、結果を解説編とともに公表

○外部競争的資金の獲得に向けての体制整備の推進

・新たに30病院の臨床研究部及び本部総合研究センターが、文部科学省科学研究

費補助金が申請できる指定機関に認定

臨床研究事業

効率的な業務運営体制

○内部統制の充実
○地域医療連携室への専任職員の配置

138病院 (対20年度 +21病院)
○医療安全管理室への専任職員の配置

144病院 （対20年度 +3病院）
○病院の経営情報分析機能の強化
本部に経営情報分析部門を設置

○外部評価の活用
・日本医療機能評価機構の病院評価受審病院数

51病院 （対20年度 +5病院）
・ISO9001：5病院 赤ちゃんにやさしい病院：9病院等

○全職員への業績評価の円滑な実施

経営の改善

○経常収支 498億円 (105.8%)

・より効率的・効果的な体制とする取組みを進めることで診療報酬の上位基準の
取得等による収益増及びコスト抑制による経営改善を行った結果、経常収支率
は105.8％となり、高い水準を維持

○個別病院毎の経営改善計画の実施

・運営費相当の収入を確保できずに借入金に依存せざるを得ない病院に重点化
して、病院改革による経営の再建、改善を図ることを目的とした「機構病院リス
タートプラン」を実施した結果、平成24年度は、10病院が黒字化

教育研修事業
○診療看護師（ＪＮＰ）の育成と厚生労働省の看護師特定行為・業務試行事業への参加
・豊富な診療現場・人材を活用し、高度な実践能力を持ちスキルミックスによるチーム医療を提供でき
る診療看護師（ＪＮＰ）を育成し、平成24年度は14名が看護師特定行為・業務試行事業に指定された
10病院で活動

○良質な医師を育てる研修の充実
・国立病院機構のネットワークを活用し、各領域の専門性に秀でた指導医による若手医師を対象とした
実地研修を充実

・平成24年度から、労災病院の医師も受講し、両法人間の連携を強化

○病院におけるリーダー育成研修の実施
・病院の将来を担う医師を中心とした複数職種のリーダー研修を実施

○ＮＨＯフェローシップの構築に向けた取組
・機構病院内の若手医師が、専門領域の異なる他機構病院で一定期間修練する制度の基盤を整備

○質の高い治験を推進するための研修会の実施
・ＣＲＣ等を対象とした研修を実施し、中核となる人材を養成

・初級ＣＲＣを対象に、日本臨床薬理学会の認定を受けた充実した内容の研修を実施するとともに、

外部からの参加者も積極的に受入

○地域医療に貢献する研修の実施 3,226件 （対20年度 +44.1％）
・各病院が地域での研修を積極的に開催し、医療情報発信に貢献

教育研修事業

総合的事項

○エイズへの取組推進
・各ブロック拠点病院を中心に、全科対応による総合
的な診療、臨床研究、人材育成の取組を推進

・各ブロック拠点病院において、大学病院等他の中
核拠点病院等との連絡会議の開催、研修の実施等
を通じて連携を図り、ＨＩＶ感染症医療の均てん化
を推進

○総合研究センターにおける取組
・全144病院を分析対象として、近隣病院との比較や
患者住所地別の分析など、より多角的な視点で診
療機能分析を行い、結果を解説編とともに公表

・研究成果について、学会や専門誌等において積極
的に発表

○労働者健康福祉機構との連携
・平成24年2月の検討会報告書を踏まえ、医薬品及
び医療機器の共同購入を実施するなど連携を強化

・両法人が主催する研修への相互参加を実施、連携
を強化

総合的事項

業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

固定負債割合の改善など

○長期借入金残高の削減 4,579億円 (対20年度 △1,392億円）
・内部資金を活用して病院機能向上のために必要な整備量を確保し、
約定どおりの償還を確実に行い、長期借入金残高を大幅に削減

○医療機器、建物への投資
・21～24年までの累計 2,371億円 （中期計画期間中の目標 3,370億円）

○不要財産の国庫返納
・廃止病院の跡地について2病院の国庫納付を行い、2病院の返納準備
を実施

予算、収支計画及び資金計画

業務運営の見直しや効率化による収支
改善（経営意識の向上、業務運営コス
トの節減）
○後発医薬品の利用促進

数量ﾍﾞｰｽ 30.5% （対20年度 +14.1%）
購入金額ﾍﾞｰｽ 9.8%  （対20年度 +1.5%）

○一般管理費の削減
458百万円 （対20年度 △287百万円）

○共同入札の実施
・国立高度医療研究センター及び労働者健康福
祉機構と医薬品、大型医療機器等について実施
・リバースオークション方式（ＬＥＤ蛍光灯）の実施

○QC活動を推進し、過去最高水準の取組件数

人事に関する計画、広報に関する事項

○技能職の削減 △173名 （目標値：△142名）

○医師、看護師等の適正な配置と確保対策の推進

○積極的な広報・情報発信の実施

○職場環境・医療ニーズの変化に応じた研修の実施
・新たにメンタルヘルス研修、初動医療班研修、診療情報管
理に関する研修を実施

その他主務省令で定める業務運営に関する事項

業務運営の見直しや効率化による収支改善
（医療資源の有効活用）

○高額医療機器の共同利用数
CT   33,164件 （対20年度 +4,658件）
MRI  34,688件 （対20年度 +7,096件）
・積極的に共同利用を推進し、利用数が大幅に拡大

○附属看護師養成所の適正な運営
・看護師国家試験合格率 97.7%（全国平均94.1%）
・医療機関等への就職率及び進学率 97.5%（全国平均96.0%）

・養成所評価指標を用いた個別病院毎の活動評価

○医事会計システムの標準化
105病院 （対20年度 +105病院）

業務運営の見直しや効率化による収
支改善（収入の確保）

○医業未収金比率 0.05% （対20年度 △0.06%）

○診療報酬請求の適正化
・レセプトチェックシートを用いた効率的なレセプ
ト点検の実施

・診療報酬請求適性化研修の実施による職員の
資質向上

・委託業者以外の外部業者によるレセプト点検の
実施

・請求漏れ防止の取組事例の共有

○外部競争的資金の獲得 約２４億円
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